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はじめに

あなたは教育委員会事務局に初めて異動してきました。前職は、首長
部局の職員でしょうか、あるいは学校で教壇に立っていた教員でしょう
か。場合によっては、初めての配属先が教育委員会事務局である新規採
用職員の方もいるでしょう。
配属後間もない時期には、所属部署の事業概要や懸案課題、具体的な
業務の進め方を学びます。主に引継書や内部マニュアルを読んだり、口
頭でアドバイスを受けたりする場合もあるでしょう。

しかし、教育委員会の仕事の特殊性に、戸惑う人は多いのではないで
しょうか。
例えば、首長部局出身者であれば、組織の仕組み、事務処理の仕方等
が異なることに戸惑うことでしょう。また、教員出身者であれば、関係
課との事前協議を経て起案・決裁を進めるといった組織的な業務執行
に、主に個人で仕事を進める学校現場との違いを感じることでしょう。
「県費負担教職員」「指導主事」「私費」「私会計」「補助執行」など聞き
慣れない用語が飛び交うことも多いのではないかと思います。
こうした「教育委員会における特殊性」を理解することは、いわば基
礎・基本を身につけることといえます。

一方で、基礎・基本的な事項を身につける時間や機会はなかなかあり
ません。結論を知ることができても、「なぜそうなっているのか」まで
探求することは、様々な業務に日々追われている中では難しいのです。
基礎・基本を固めることなくても、日々の業務をこなすことはできる
かもしれません。しかし、場合によっては数年後に問題が発覚して、そ
のときの担当者が苦労する……、そのような状況が起こりうることは容
易に想像できます。基本を固めて業務を遂行することは、自分自身のた
めであることはもちろん、将来の後任者のためにも欠かせないのです。
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　自治体内には数多くの組織がありますが、教育委員会は、世間一般に
名の知れた有名な組織ではないでしょうか。それにもかかわらず、教育
委員会事務局には、なかなか知られていない特有の情報が多くあります。
　本書は、そのような「教育委員会における特殊性」を中心に取り上げ、
教育委員会事務局職員としての適切な事務処理を行っていくうえで必要
な基礎を構築することを目的としています。
　多岐にわたる法令にまたがり、複雑な制度について、条文をもとにわ
かりやすく紐解くとともに、実務上の留意点、円滑に進めるためのノウ
ハウ等をお伝えします。

　教育委員会の任務は大きく「学校教育」と「社会教育」に類別されま
すが、本書では、「学校教育」を中心に取り上げています。
学校教育は、人間の一生を通じる人間形成の基礎として必要なものを

修得させる、非常に重要なものです。教育委員会事務局は、教育を実践・
サポートする重要なセクションといえます。本書が、そのようなセク
ションにおいて奮闘する方の一助になれば幸いです。

　なお、佐倉市債権管理課・塩浜克也氏、広島市教育委員会教職員課・
大和千秋氏には、本書の企画段階から様々なアドバイスをいただきまし
た。ここに記して感謝申し上げます。

　令和４年２月
 伊藤 卓巳
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▶▶ 教育委員会事務局とは
　教育委員会は「教育に関する事務」をつかさどる自治体の執行機関で
す。教育長と複数の委員（以下「教育委員」といいます）から構成され
る合議制の機関であり、意思決定を行うことは当然可能ですが、教育長
以外の委員は非常勤のため、具体的な事務を直接的に処理することは想
定されていません。つまり、教育委員会は「頭脳」であり、その「手」
となり「足」となるセクションが必要となります。
そこで、教育委員会には、いわば「実行部隊」として、事務局を置く
こととされています。

■地方教育行政の組織及び運営に関する法律
（事務局）
第17条　教育委員会の権限に属する事務を処理させるため、教育委員
会に事務局を置く。

２　教育委員会の事務局の内部組織は、教育委員会規則で定める。

　「事務局」とは、一般に合議制組織に置かれる組織です。自治体の組
織を見渡してみると、選挙管理委員会や人事委員会なども同様に合議制
組織ですが、やはり、それぞれ「事務局」を置いています。
そして、教育に関する事務を処理するため、事務局に様々な職員を配
置することとされています。
　つまり、教育委員会事務局（以下単に「事務局」という場合がありま
す）の仕事をおおまかにいえば、教育委員会や教育長の意思決定・指揮

1
◎…教育委員会事務局の
仕事とは？

1
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監督のもと、教育委員会の権限とされている教育に関する事務を具体的
に実行していくことといえます。

▶▶ 教育に関する事務とは
　教育委員会事務局が処理すべき教育に関する事務は、教育委員会の職
務権限と大きく関係しています。そして教育委員会の職務は、自治法や
地方教育行政法に明記されています。

■地方自治法
第180条の８　教育委員会は、別に法律の定めるところにより、学校そ
の他の教育機関を管理し、学校の組織編制、教育課程、教科書その他
の教材の取扱及び教育職員の身分取扱に関する事務を行い、並びに社
会教育その他教育、学術及び文化に関する事務を管理し及びこれを執
行する。

■地方教育行政の組織及び運営に関する法律
（教育委員会の職務権限）
第21条　教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事
務で、次に掲げるものを管理し、及び執行する。
一～十九　（略）

このように、教育委員会の職務について定める法律は複数ありますが、
自治法180条の８に「別に法律の定めるところにより」と規定されてい
るとおり、自治法の規定は教育委員会の権限の直接的な根拠ではなく、
地方教育行政法が教育委員会の直接的な権限の根拠であるとされていま
す（木田・地教行法193頁）。
　いずれにせよ、双方の規定からすれば、教育委員会の主な職務権限は
①学校などの教育機関の管理、②就学事務、③学校の組織編制、④教育
課程、⑤教科書などの取扱い、⑥校長や教員、職員（以下「教職員」と
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